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大震災発生に伴う人事・労務への影響 
 

 
◆東京経営者協会による緊急調査 
東京経営者協会では、東日本大震災などの発生を受け、３月 23 日～28 日に「東北地方太

平洋沖地震による人事・労務への影響に関する緊急アンケート」（同協会の会員企業 110 社

が回答）を実施し、３月 31 日にその結果が発表しました。 
 
◆ほとんどの企業が「影響あり」 
まず、今回の大震災で「影響を受けた」と回答した企業は 94.5%に上りました。 
影響を受けた内容としては、多い順に「直接の被災または間接的な原因のため操業・営

業時間の短縮、または操業・営業規模の縮小」（57.7%）、「直接の被災または間接的な原因

のため操業・営業停止」（28.8％）、「直接の被災により操業・営業が不能」（19.2％）となり

ました。なお、上記の「間接的な原因」とは、取引先・納入先の被災、計画停電等のこと

を指しています。 
 
◆勤務体制への影響 
次に、従業員に対し勤務体制等何らかの措置を「講じた」と回答した企業は 93.3%でし

た。そのうち、77.3％が「時差通勤（遅い出勤、早帰り）を認めた」、75.3％が「自宅待機

をさせた」としています。そして、「自宅待機をさせた」企業のうち 80.8%が、「給与を減

額せず 100 パーセント支給した」としています。 
 
◆直接的・間接的な影響 
その他、入社式の縮小・延期・中止や、採用活動の延期などのニュースも新聞・テレビ

等で報じられています。また、震災の影響は、人事・労務の分野にとどまりません。 
被災された地域の企業等においては、「影響を受けた」というレベルで語れる状況でない

とは言うまでもありませんが、間接的な影響を受けた企業も非常に多いことが、上記の調

査結果からも明らかになったと言えます。 
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企業における「手当」支給の実態 

 
◆厳しい経済状況下における「手当」の扱い 
みずほ総合研究所から、「社員の手当」に関するアンケート調査の結果が発表されました。

このアンケートでは、厳しい経済状況下において、多くの企業で「社員の手当」にシビア

になっている様子がうかがえます。この調査は、同社の会員企業に所属する役職員 24,015 
名を対象に実施され、779 人が回答を行いました。 
 
◆多くの企業に「手当」が存在 
まずは、各手当の存在についてですが、「自社に制度として存在する」と回答した人の割

合は、次の通りでした。 
・「通勤手当」…96.8％     
・「役付手当」…83.2％ 
・「出張手当」…82.7％    
・「家族手当」…72.1％ 

 
◆「厳格化・削減等」の割合は？ 
次に、最近３年以内における各手当の支給条件について尋ねたところ、「厳格化・削減等」

を実施した割合は次の通りでした。 
・「出張手当」…14.1％    
・「役付手当」…6.6％ 
・「家族手当」…5.5％     
・「通勤手当」…5.1％ 
削減の理由としては、上位から、「経費削減の一環」「社員の処遇の平等化」「給与への一

本化」「賞与への反映」「支給対象者の増加」などとなっています 
 

◆各企業が何を重視していくか 
上記４つの手当以外に、ここ３年で廃止・縮小された手当は、上位から「資格手当」「営

業手当」「住宅手当」「単身赴任手当」「特殊勤務手当」「皆勤・精勤手当」「地域手当」「国

内赴任手当」「灯油手当」「技能手当」「海外赴任手当」「地方手当」などとなっています。 
今後も、多くの企業において、仕事・業務とは無関係な手当についてはさらに廃止・削

減の方向に向かうかもしれませんが、各企業が何を重視するか良く考え、社員のモチベー

ションアップにつながるような手当支給の仕方が必要なのではないでしょうか。 
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個人事業主と「労働組合法における労働者」 

 
◆相次いで出された判決 
先日、「労働組合法における労働者」に該当するか否かをめぐる注目すべき判決が相次い

で出されましたので、以下にご紹介します。 
 
◆業務委託契約・出演契約の性質 
１つは、「住宅設備のメンテナンス会社と業務委託契約を結ぶ個人事業主」に関するもの、

もう 1 つは「劇場側と出演契約を結ぶ音楽家」に関するものでしたが、最高裁判所は、個

人として働く人の権利を重視して、いずれについても「労働者に該当する」との判断を示

しました。いずれの訴訟でも、一審・二審では、「労働組合法における労働者」とは認めら

れていませんでした。 
 

 
◆「労働組合法における労働者」とは？ 
一般に、「労働組合法における労働者」とは、賃金・給料等の収入を得て生活する人のこ

とを言います。 
そして、「労働組合法における労働者」であると認められれば、憲法で保障する「団結権」

「団体交渉権」「団体行動権」の３つの権利が認められ、非常に大きな意味を持ちます。  
例えば、「団体交渉権」が認められれば、労働組合が使用者と交渉することができ、使用

者が正当な理由なく労働組合代表者との交渉を拒んでしまえば、いわゆる「不当労働行為」

に該当することとされてしまいます。 
 

 
◆今後、企業が注意すべき点は？ 
企業が経費削減等の理由から外注化を進めていることにより、個人事業主が増えている

状況において、今回の判決が、上記のような個人事業主と音楽家が「労働組合法における

労働者」に該当すると認めたことには、大きな意味を持ちます。 
もちろん、裁判となった事件にはそれぞれ異なる背景・経緯がありますが、今後、同様

の働き方をしている人、会社と業務委託契約を結んで働いている技術者やドライバーなど

が「労働組合法における労働者」と認められる可能性はあると言えます。 
今後、企業においては、業務委託契約を結ぶ等する際には、上記の裁判例を参考に、慎

重を期する必要があると言えるでしょう。 
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これからどうなる？  

年金の「第３号被保険者不整合記録問題」 

◆問題発生の経緯 
サラリーマン（第２号被保険者）の被扶養配偶者である「第３号被保険者」（専業主婦など）

について、本来必要とされる「第１号被保険者」への変更届出を行わなかったために、自

分の年金記録と実態との間に“不整合”を生じている方が非常に多く（数十万人、場合に

よっては数百万人）発生している可能性があると推計されています。 
これらの方への対応については、いったんは厚生労働省から「運用３号」と言われる特

例通知が出されましたが、マスコミ報道でも大きく取り上げられた通り、「不公平である」

「正直者がバカを見る」と批判され、この通知は廃止されました。 
 
◆厚生労働省に特別部会設置 
この問題を抜本的に解決するため、厚生労働省に特別部会が設けられ、現在、解決の方

策が話し合われています。果たして、国民が納得するような“抜本的な解決”を図ること

ができるのか、まだまだ不透明だと言えますが、現在、法律改正（国民年金法の改正）を

目指す方向で動いているようです。 
 
◆法改正案の内容は？ 
 現在検討されている法改正案の主な内容は、次の通りです。 
（１）受給資格期間の特例創設（いわゆる「カラ期間」の導入） 
（２）カラ期間となった期間への特例追納の実施 
（３）特例追納における分割納付、追納保険料の設定 
 
◆納得できる制度改正を 
 ただでさえ「難しい」「複雑すぎる」と言われる年金制度ですが、保険料をきちんと支払

った人が納得できるような制度改正が行われることが望まれています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

オフィス石野より一言： 

５月の風さわやかな時期となりました。新緑がみずみずしく、日差しもキラキラ！ 

「新陳代謝」というものを、何気ない日々の風景からも実感できる良い季節ですね。 

ところで、「Ｍｏｎｔｈｌｙ Ｌｅｔｔｅｒ」の巻頭デザインが変わったことをお気づきでしょうか？ 

長年のお客様であり、当事務所のロゴマークも手がけて頂いた株式会社パル様が「たまには違う雰囲気もど

う？」とご厚意でデザインを作って下さいました。（だから今月、来月はいつもと違う雰囲気です♪） 

あまりにキレイで、「これって私のイメージとして・・ですか？」と恐る恐るお尋ねしてみたところ、 

「いや、本人じゃなく、事務所のイメージということです。」のお返事。 ・・・はいっ、了解です。（恥） 
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